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要旨 

 

 我が国では人口減少などの社会問題に適応した都市形態として,コンパクト+ネットワー

ク型都市の形成に取り組んでいる自治体が見られる.これを実現するための計画として立地

適正化計画がある.この計画では都市の集約を目指すエリアとして居住誘導区域が設定され

ている.しかし,実際は区域の面積が広すぎたり,利便性の悪い地区も含まれていたりしてお

り,都市の集約化とは程遠い状況にある.本当に集約化を目指すのであれば現状の区域を更

に縮小する必要がある.また,その時々の都市の状況に適した区域を設定する必要がある.さ

らに現在の計画は一つの自治体内で生活することを前提として策定されているため,周辺自

治体との連携を考慮する必要がある.本研究では,高知県高知市を対象に地域の連携を考慮

した上で,包絡分析法を用いて 2020 年から 2050 年までの居住誘導区域を設定する. 

 

 

 

 

 

Abstract 

 

In Japan, some municipalities are working on the formation of compact + networked cities as an 

urban form that can adapt to social problems such as a declining population. In order to achieve this 

goal, there is a location optimizing plan. In this plan, a residence attraction area is set as an area for 

urban concentration. However, in reality, the areas are too large or include areas that are not 

convenient, and the situation is far from urban concentration. If we really want to consolidate the 

city, we need to further reduce the current area. In addition, it is necessary to set up a zone that is 

suitable for the situation of the city at the time. Furthermore, since the current plan is based on the 

premise that people live within a single municipality, it is necessary to consider cooperation with 

neighboring municipalities. In this study, we set up a residence attraction area for the period from 

2020 to 2050 in Kochi City, Kochi Prefecture, using the data envelopment analysis method in 

consideration of regional cooperation. 
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1. 序論 

 

1.1 本研究の背景 

我が国の人口は 2005 年をピークに減少に転じ,2053 年には人口が 1 億人を下回ると予測

されている.加えて地方都市では 1970～80 年代において自家用車の普及により都市が無秩

序に郊外へ広がっていくスプロール現象が見られるようになり,鉄道駅を中心に形成された

旧来の中心市街地では回遊する人々の減少により商業施設や商店街が閉店に追い込まれ衰

退する,いわゆる空洞化が問題となっている.郊外市街地においても人口減少による低人口

密度化やインフラ設備の維持管理が問題となっている. 

これらの問題に対応しうる持続可能な都市形態としてコンパクトシティが挙げられる.コ

ンパクトシティでは,低密に広がった市街地を中心部に集約することで生活施設・インフラ

設備の維持管理の効率化やコスト削減を図るとともに中心市街地では人々の徒歩回遊の増

加によりにぎわいを生み出すことが期待される.1999 年には青森市が日本で初めて政策とし

てコンパクトシティを打ち出し,その後全国でコンパクトシティを政策として掲げる自治体

が見られている.さらに近年では集約した市街地同士を基幹交通でつなぐことで,徒歩と公

共交通で生活することを目指したコンパクト＋ネットワーク型都市の形成に取り組む自治

体もみられ,富山市では 2006 年に旧 JR 富山港線を富山ライトレール(LRT)に改装し,基幹交

通として設定することでコンパクト＋ネットワーク型都市を形成し,一定の成果を上げてい

る.2014 年には都市再生特別措置法が改正され,コンパクト＋ネットワーク型都市を目指す

ための具体的な指針として立地適正化計画が策定できるようになった.立地適正化計画では

都市機能を集約する区域として都市機能誘導区域,住居や日常生活に必要な施設を集約する

区域として居住誘導区域を各自治体が任意で設定している. 

しかし,現状は誘導区域が広い範囲にわたって設定されていたり,周辺に生活施設が見ら

れない地域も誘導区域に設定されていたりと,コンパクト＋ネットワークとは程遠い計画で

あるといえる.人口減少などにより,今後の都市を取り巻く環境は常に変化する中で,誘導区

域も都市の変化に合わせ,柔軟に姿を変えていく必要があると考えた. 

また,現在の立地適正化計画は,自治体ごとで策定されており,その自治体内で生活が完結

するという想定で作られている.しかし実際は公共交通で市外へ出かけたり,市外の生活施

設を利用したりする可能性も大いに考えられる.一つの自治体だけでなく,周辺自治体との

連携を考慮することでより実態を伴った計画の策定が必要である. 

 本研究は,これらのことを踏まえた上で,その時々の都市の状況に見合った誘導区域の設

定と地域間の連携について提唱する. 
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1.2 本研究の目的 

 本研究の目的は以下の４点である. 

１） 対象地区における生活利便性を数値として表す. 

２） 既存の居住誘導区域において,１）の数値を用いて利便性に差があることを示す. 

３） １）で示した数値を基に,適切な居住誘導区域を年次ごとに示す. 

４） 一つの自治体だけでなく,周辺自治体とのかかわりを考慮し,他地域との連携の重要性

やメリットを数値で示す. 

 

1.3 本研究の構成 

 第 2 章で既往研究と本研究の位置づけを述べる.第 3 章では分析手法について解説する.第

4 章では立地適正化計画の内容と対象地域について述べる.第５章と第 6 章で分析過程と結

果を示し,第 7 章で実際に居住誘導区域を設定する.第 8 章でまとめと考察,今後の課題を述

べる. 
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2. 既往研究の整理と本研究の位置づけ 

 本章では,2.1 節で立地適正化計画に関連する既往研究の整理を行う.次に,2.2 節で本研究

の位置づけを述べる.2.3 節で地域間の連携の重要性について述べる.2.1 既往研究の整理 

本節では主に立地適正化計画や都市計画マスタープランなどの計画に関連した研究の整

理を行う.本節の他にも,地域連携に関連する既往研究を 2.3 節に,包絡分析法に関連した既往

研究は第 3 章に記載する. 

 

2.1 既往研究の整理 

肥後ら 1)は,都市マスで設定されている拠点の施設集積率に着目し,都市によって施設集積

状況が都市によって大きなばらつきがあることや,拠点数の多い自治体や規模の小さな都市

では実態を伴わない拠点の割合が高いことを明らかにした.岡野ら 2）は,都市機能誘導区域

内に立地する施設の数と,市全域の施設数に対する中心部の施設数の割合に着目し,人口減

少都市において 2003 年から 2018 年までの施設数と業種数の変化から,拠点内の施設集約の

程度が減少していることを明らかにした.寺島ら 3）は,居住誘導区域の検討に関する 3 つの

観点として,公共交通網,人口密度構造,災害危険性の 3 指標を用いて独自に示した居住誘導

区域と実際の居住誘導区域を比較し,各自治体の設定区域の特徴や課題を示した.丸岡ら 4）

は,人口密度,公共交通のアクセシビリティ,基盤整備状況の 3 指標を用いて居住誘導区域の

評価を行い,都市によって指標の高低に違いがあることを明らかにした.西井ら 5）は,居住誘

導区域の面積比率が対照的な都市を対象に,人口密度の変化や災害危険などの背景から区域

設定の考えを考察している.本村ら 6）は,公共交通,基盤整備,人口密度に着目し,どの項目を重

視して区域指定を行っているかを明らかにした.西浦ら 7）は,既に策定を終えた自治体の居

住誘導区域を対象に,人口と施設の変動係数,統計分析を用いて誘導区域のさらなるコンパ

クト化方針を提案した.単独の都市施設だけでは集約化を図るのは現実的でないとし,いく

つかの施設の組み合わせで考える必要があると述べている. 

 

2.2 本研究の位置づけ 

 2.1 節で記載した既往研究から,都市マスタープランや立地適正化計画で設定されている

拠点や誘導区域の中には生活施設か公共交通サービスが十分でないものがあることがわか

った.さらに人口密度や生活施設の立地状況,公共交通などを踏まえた独自の誘導区域を設

定したり,実際の区域との比較を行ったりしているが,これらの研究は既存の誘導区域の縮

小を目的としていない.西浦ら 7）の研究は,既存区域のコンパクト化に焦点を当てているが,

方針の提案にとどまっており実際に既存のものをコンパクト化したものを示したわけでは

ない. また,これらの研究は現在の都市の状態を考慮しており,今後の都市の変化に対応して

いくためのものではない.第 1 章で述べたように,変化する都市に合わせて誘導区域も変化

することが重要であると考えている.そこで本研究は既存の居住誘導区域の縮小,さらに今

後の都市の状況に対応した区域設定に焦点を当てる.具体的には,現在の居住誘導区域を縮
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小,そして 2030 年,2040 年 2050 年の都市の状況から,その都度適切な居住誘導区域を示す.さ

らに一つの自治体だけでなく,周辺地域との連携を考慮し,連携しない場合との違いやメリ

ットを述べる.地域連携については次節にて説明する. 

 

2.3 地域連携 

2.3.1 地域連携の必要性 

 周辺地域と連携することにより,大きな影響を受けるのは,自治体との境目付近の地区で

ある.例として図-2.1 の場合を想定する. 

赤丸は施設の徒歩圏内とする.A 地区の周辺には遠くにあるが同じ自治体内の商業施設 A と

近くにあるが隣の自治体の商業施設 B がある.一つの自治体だけで考える場合,A 地区の最

寄りの商業施設は徒歩圏外の A となるため,徒歩圏内施設数は 0 である.しかし,隣市との連

携を考慮すると最寄りの商業施設は B となり徒歩圏内施設数は 1 となる.次に公共交通の場

合を想定する. 

 

図 2.1 地域連携の例(施設) 

図 2.2 地域連携の例(便数) 
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A 地区からは A 市街地へ向かう便と B 市街地に向かう便が出ている. 一つの自治体だけで

考える場合は A 市街地へ向かうことのみが想定されているため 1 日当たりの便数は 10 本

である. しかし,隣市との連携を考慮すると,B 市街地へ向かうことも想定できるため 1 日当

たりの便数は 60 本となる. 

 実際,他自治体の施設を利用すること,公共交通で他自治体の市街地へ向かうことに規制

はなく,自由に利用することができる.そのため,地域連携を考慮する方が,より実際の生活に

近い考えが可能であるといえる.しかし,実際の立地適正化計画はこのことが考慮されてい

ない.図-2.3 は高知市立地適正化計画に掲載されている医療施設の立地状況の図である. 

出典 「高知市立地適正化計画」8） 

示されている地区は高知市内の施設のみであり,周辺自治体の施設は表示されていない.次

に高知市とその周辺の医療施設の分布を図-2.4 に示す. 

図 2.3 医療施設の立地状況 
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このように,実際に周辺に多くの施設が存在しているにも関わらず,計画ではそれらが反映

されていないことがわかる. 

これらのことから,地域連携を考慮することは必要であり,実際の生活に即した居住誘導

区域設定が可能であると考えられる. 

 

2.3.2 地域連携に関連した既往研究 

 森本ら 9）は,拠点間の移動時間と都市サービス施設の拠点集積率に着目し,移動時間と補

完施設数の関係を明らかにした.都市部では 30 分内の移動で補完可能な施設数が大幅に増

加するのに対し,60 分以上移動しても施設補完が不可能な拠点も存在することを明らかに

した.また,森本ら 10）は公共交通を使い,他拠点へ向かうことで享受できる施設数の変化を明

らかにした.拠点移動を通じ,ある程度の利用可能施設の増加が見込める一方,交通機関がな

く,他拠点へ移動できない拠点も存在する. 

  

図 2.4 高知市周辺の医療施設分布 
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3. 分析手法 

3.1 包絡分析法の概要 

 包絡分析法(DEA : Data Envelopment Analysis)は,各事業体(DMU)の効率性を分析する手

法のひとつである.任意に定めた入力値と出力値の比率で効率性を計測することができる.

一般的に,効率性を評価する手法として,利益率や資本利益率などの比率をとる手法や,費用

便益分析などすべての効率を金額で表して算出する方法が考えられる.効率性や資本利益率

は,それぞれの項目で評価対象とする場合はわかりやすいが,複数の項目をまとめて総合的

に判断する場合は,それぞれの項目をどのように扱うかが難しくなる.包絡分析法はそれら

の複数の項目を一度に扱うことができ,単位が異なっていても扱うことができる.また,回帰

分析のように,平均を基に相対的に判断する手法と異なり,包絡分析法はそれぞれの対象ご

とに最も有利になるように評価したうえで,相対比較を行うため,模範的な対象だけでなく,

個性的な対象も評価できる特徴がある.さらに包絡分析法は定量的に項目を扱うため,相対

的な順位だけでなく,具体的な改善値も把握することができる.この改善値は各 DMU の,効率

値として示される.入力指向の場合,効率値は 0 から 1 の数値で表され,効率の良い DMU の効

率値が 1 となり,1 から数値が離れるほど効率の良くない DMU となる.効率値は,効率値が 1

でない DMU が,効率値 1 になるために必要な入力値の縮小率となる. 

 

3.2 CCR モデルと BCC モデル 

 包絡分析法には,大きく分けて CCR モデルと BCC モデルの 2 種類のモデルが存在す

る.CCR モデルは,生産規模に関係なく評価が可能であり,出力値/入力値の割合が一定である.

これを一般的に規模の収穫が一定という. CCR モデルの様子を図-3.1 に示すこのモデルは,

各 DMU と原点を結んだ線の中で最も傾きの大きい DMU が最も効率的となる.BCC モデル

は生産規模によって効率性を評価するモデルであり,入力値/出力値の割合が変化する BCC

モデルの様子を図-3.2 に示す.このモデルは,同程度の規模の DMU の中で最も出力値の高い

ものが効率的となる.そのため CCR と違い,効率的フロンティア線が直線ではなく,フロンテ

ィア線上に乗っている全てのDMUが効率値 1となる.本研究では,BCCモデルを用いる.BCC

モデルの一般式を式-3.1 に示す. 

式-3.1 BCC モデルの一般式 



- 8 - 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1 CCR モデルのフロンティア線 

図 3.2 BCC モデルのフロンティア線 
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3.3 包絡分析法に関連した既往研究 

 都市計画での研究において包絡分析法が用いられた例は幾つかある.山浦ら 11）は,札幌市

中心部へ向かうニーズに対して,提供される公共交通サービスレベルを Network DEA で地

域別に評価し,改善案を示した.また,佐伯ら 12）は,地域ごとの居住環境を考慮した場合の公

共交通サービスの水準と自動車交通の観点から同じく Network DEA を用いて札幌市の都市

構造を分析した.高野ら 13）は,「生産面」「経営面」「サービス水準面」「環境配慮面」の視点

から BCC モデルを用いて既存の路面電車事業者の効率性を多角的に評価した.Clemens14）ら

は,居住地や交通の利用,土地利用の視点から,ドイツの都市の効率性を評価し,中規模都市が

効率的に土地を活用していることや,密度だけでは効率性は保証されないことを明らかにし

た. 

 本研究では,包絡分析法を用いることで,人口密度と生活施設や公共交通などの生活サー

ビスを包括的に扱うことができ,居住誘導区域設定の際の指標として効率値を用いる. 

 

3.4 本研究における包絡分析法 

3.4.1 本研究での DEAモデル 

 本研究では,各地区の規模の違いを考慮し,同程度の規模の DMU の中で最も効率の良い

ものを評価する BCC モデルを用いる.これにより,規模の違う地区同士の比較においても対

等に評価することが可能である.本研究でのDEAモデルを簡単に図にしたものを図-3.3 に示

す.生活サービス水準の高さを表すため,「各地区徒歩圏内の生活施設の数」「各地区から発着

している公共交通の便数」を入力値に,「各地区の人口密度」「各地区の人口割合」を出力値

として設定する. 「各地区の人口割合」とは,2015 年の人口を 1 とした時の対象年次の人口

割合のことである. 

 入力値は,施設の集積や交通の利便性に着目しており,生活水準の度合いを表している.出

力値は,人口の集積や人口の維持の度合いを表している.これにより,生活水準が高いかつ人

口が集積しており人口を維持している地区ほど高い効率値を示す. 

図 3.3 本研究の DEA モデル 
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3.4.2 使用データ 

 入力値である「各地区徒歩圏内の生活施設の数」は,高知県 2021 年度版タウンページ 15）

より,第 4章に記載する対象施設の住所を,アドレスマッチングを用いてGIS上に示した. 「各

地区から発着している公共交通の便数」は,とさでん交通 HP 掲載のバス路線図と,やどココ

ゆる～とバスルート 16）という WEB サイトのバス事業者リストを参考に交通施設のおおよ

その位置を GIS 上に示した.また,対象路線の便数は,同じくとさでん交通 HP 掲載の時刻表を

参照した.出力値の「各地区の人口密度」は,まず国土数値情報ダウンロードサービス 17）より

ダウンロードした 500m メッシュ別将来推計人口(H29 国勢局推計)を GIS 上で 100m メッシ

ュ上に案分する.それを e-Stat18）よりダウンロードした高知市小地域境界データ上に案分す 

ることで,地区ごとの将来推計人口のデータを作成した. 

図 3.4 タウンページの例 
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図 3.5 高知市の路線図 

図 3.7 やどココゆる～とバスルートの例 

図 3.6 時刻表の例 
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3.4.3 各地区徒歩圏内の施設数 

 入力値で用いる「地区徒歩圏内の施設数」の例を図-3.8 に示す. 

本研究では都市構造評価の評価に関するハンドブック 19）より,半径 800m を生活施設徒歩

圏内として設定する.図の A 地区は,地区内に存在する施設は商業施設 A のみであるが, 

周辺の 3 施設の徒歩圏内に A 地区が含まれている.この場合,A 地区の徒歩圏内施設数は 4

施設とする. 

 

3.4.4 各地区からの公共交通の発着便数 

 入力値のもう一つの項目である「各地区から発着している公共交通の便数」の例を図-

3.9 に示す. 

図 3.5 各地区徒歩圏内の施設数の例 

図 3.6 各地区から発着している公共交通の便数の例 
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本研究では都市構造評価の評価に関するハンドブック 19）より,半径 300m を交通施設徒歩

圏内として設定する.A 地区は,バス停 A,B,C の 300m 圏に含まれるため,A 地区の対象交通

施設はバス停 A,B,C となる.発着便数は,対象交通施設から発着している平日 1 日あたりの

便数の合計とする.バス停 A は,A 路線が乗り入れており,便数は 10 本/日である.バス停 B,C

は B 路線が乗り入れており,便数は 50 本/日であるため,A 地区から発着している公共交通の

便数は,バス停 A,B,C の便数の合計である 110 本となる. 
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4. 立地適正化計画と研究対象 

 はじめに 4.1 節で立地適正化計画の概要について記載する.次に 4.2 節で研究対象地域と,

その地域の現状と立地適正化計画について記載する. 

 

4.1 立地適正化計画 

4.1.1 立地適正化計画の概要 

 立地適正化計画とは,医療,福祉,商業,子育て施設や住居などがまとまって立地し,高齢者を

はじめとする住民が公共交通によりこれらの生活利便施設などに容易にアクセスできるな

ど,交通体系も含めて都市全体の構造を見直し,「コンパクト+ネットワーク」のまちづくりを

目指すための計画で,2014 年より策定が開始された.2021 年 3 月時点で 594 都市が立地適正

化計画について具体的な取り組みを行っており,このうち 398 都市が計画を策定・公表して

いる 1）. 

出典「立地適正化計画策定の手引き」20） 

 

4.1.2 立地適正化計画の意義と役割 

 立地適正化計画の意義と役割を以下に記す. 

1） 都市全体を見渡したマスタープラン 

居住機能や医療・福祉・商業・公共交通等のさまざまな都市機能の誘導により,都市全域

を見渡したマスタープランとして位置づけられる市町村マスタープランの高度化版 

2） 都市計画と公共交通の一体化 

 居住や都市の生活を支える機能の誘導によるコンパクトなまちづくりと地域交通の再編

との連携により,「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」のまちづくりを進める. 

3） 都市計画と民間施設誘導の融合 

 民間施設の整備に対する支援や立地を緩やかに誘導する仕組みを用意し,インフラ整備や

土地利用規制など従来の制度と立地適正化計画との融合による新しいまちづくりが可能と

なる. 

 

図 4.1 立地適正化計画制度のイメージ 
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4）市町村の主体性と都道府県の広域調整 

 都道府県は,立地適正化計画を作成している市町村の意見に配慮し,広域的な調整を図る

ことが期待される. 

5）市街地空洞化防止のための選択肢 

 居住や民間施設の立地を緩やかにコントロールできる,市街地空洞化防止のための新たな

選択肢として活用することが可能. 

6）時間軸をもったアクションプラン 

 計画の達成状況を評価し、状況に合わせて,都市計画や居住誘導区域を見直すなど,時間軸

をもったアクションプランとして運用することで効果的なまちづくりが可能となる. 

7）まちづくりへの公的不動産の活用 

 財政状況の悪化や施設の老朽化等を背景として,公的不動産の見直しと連携し,将来のま

ちのあり方を見据えた公共施設の再配置や公的不動産を活用した民間機能の誘導を進める. 

 

4.1.3 立地適正化計画における誘導区域 

 立地適正化計画では,医療・福祉・商業などの都市機能を都市の中心拠点や地域拠点に誘

導し集約することにより,各種サービスの効率的な提供を図る「都市機能誘導区域」と,一定

のエリアにおいて人口密度を維持することにより,生活サービスやコミュニティが維持され

るよう,住居を誘導すべき区域として「居住誘導区域」が設定されている. 

 

4.2 研究対象施設 

4.2.1 対象生活施設 

 対象生活施設は表-4.1 に示した 12 種類の施設である.  

 

4.2.2 対象交通施設と対象路線 

 対象交通施設は,高知市内に存在するバス停,電停,鉄道駅とする.また,バス停と電停が同じ

場所に存在する場合は,両者を一つの交通施設として扱う. 

 対象路線は,地域連携を考慮しない場合は,高知市中心部の交通施設(バス・路面電車ははり

まや橋.鉄道路線は高知駅)を発着するすべての路線とする.地域連携を考慮する場合は,それ

に加え南国市中心部の交通施設(バス・路面電車は後免町.鉄道路線は後免駅)と高知市内,土

佐市中心部の交通施設(土佐市役所前バス停)と高知市内を結ぶすべての路線とする. 

 

 

表 4.1 対象生活施設 



- 16 - 

 

4.3 対象地域 

 本研究は,高知県高知市を対象自治体とする.また,原則として居住誘導区域は都市計画区

域内に設定されることから,高知市における都市計画区域に含まれる 395 の町丁目を対象地

区として選定する.対象地域の全体像を図-4.2 に示す.また地域連携を考慮する際の周辺自治

体として,立地適正化計画を策定している南国市と土佐市を選定する. 

 

4.3.1 高知市の概要 

 高知市は,高知県の中央部に位置する中核市であり,同県最大の人口を擁する県庁所在地

である.2015 年に行われた国勢調査による総人口は 335,231 人,面積は 309km2,人口密度は

1,048 人/km2である. 

 

4.3.2 高知市の現状 

 図-4.3 は高知県の 2050 年までの推計人口,図-4.4 は高知市の 2050 年までの推計人口の変

化を示したグラフ 3）である.高知県の 2020 年の推計人口は 691,090 人,2050 年の推計人口は

462,754 人であり,約 33%の減少となっている.高知市の 2020 年推計人口は 329,362人,2050年

の推計人口は 257,632 人であり,約 21.8%の減少となっている. 

図 4.2 対象地域の全体像 
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4.4 高知市における立地適正化計画 

 高知市立地適正化計画）は,2017 年に策定された. 

4.4.1 居住誘導区域の面積・人口比較 

 高知市の立地適正化計画は 2017 年に策定された表-4.2 では高知市全体の面積・人口,居

住誘導区域の面積と区域内人口,高知市全体に対する居住誘導区域の面積割合と人口割合を

示した.面積では市の面積の 15%ほどの面積の中に 80%以上の人口が居住していることがわ

かる. 

 

 

 

 

 

 

 

691090 652757 614449 575728 536443 498460 462754

0

200000

400000

600000

800000

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

人
口

年次

2020年-2050年高知県推計人口

329362 319669 308896 296984 284119 270955 257632

0

100000

200000

300000

400000

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

人
口

年次

2020年-2050年高知市推計人口

図 4.3 2020 年-2050 年 高知県人口推移 

図 4.4 2020 年-2050 年 高知市人口推移 

表 4.2 市域・居住誘導区域の面積 
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4.4.2 都市計画区域・市街化区域と居住誘導区域の比較 

図-4.5 に前述の対象地域と,立地適正化計画で設定された居住誘導区域を示した.表-3.2 に,

都市計画区域の面積,都市計画区域の面積と,それに占める居住誘導区域の面積を示した. 

 

 

 

図 4.5 高知市における居住誘導区域 
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この居住誘導区域を便宜上 6 にエリア分けしたものを図-4.6 に示す. 

 

 

 

 

 

 表-4.3 で示したように,市域全体の面積に占める居住誘導区域は 15%程度であったが,都市

計画区域内に限定すると,大半が居住誘導区域に選定されており,集約化がされていないこ

とがわかる. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6 居住誘導区域のエリア分け 

表 4.3 都市計画区域・市街化区域・居住誘導区域の面積 
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4.4.3 居住誘導区域内の人口推移 

 図-4.7 に 2020 年から 2050 年までの居住誘導区域内の推計人口の変化を,図-4.8 に居住誘

導区域内の人口密度の変化をグラフに示した.2050 年の居住誘導区域内推計人口は 216,374

人,減少率は約 21%となり,高知市の人口減少率とほぼ同じ数値となった.人口密度は 30 年間

で 10 人/ha 以上下がる予測となっている. 
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図 4.7 2020 年-2050 年居住誘導区域内の推計人口 
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図 4.8 2020 年-2050 年居住誘導区域内人口密度の変化 
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4.4.4. 居住誘導区域のカバー率 

 居住誘導区域における生活施設の面積カバー率と人口カバー率を表-4.4 に示す.面積カバ

ー率とは,居住誘導区域の面積に対する各施設の徒歩圏の面積割合,人口カバー率とは,居住

誘導区域内の人口に対する核施設の徒歩圏内の人口割合のことである. 

表 4.4 各施設のカバー率 

 

公民館,幼稚園,図書館を除けばどの施設のカバー率も 8 割前後である. 
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5. 包絡分析法による各地区の効率性評価 

 第3章で示したモデルに従い,各地区の効率性を効率値として評価した.まず5.1節で2020

年,2030 年,2040 年,2050 年の各年次における各地区の人口密度と,2015 年の人口を 1 とした

ときの各年次における各地区の人口割合を図示する.5.2 節で地域連携を考慮しない場合の

分析結果を示す.次に 5.3 節で地域連携を考慮した場合の分析結果を示す.最後に 5.4 節で地

域連携を考慮しない場合と,する場合を比較する. 

 

5.1 対象年次における人口密度と人口割合 

 この節では 2020 年,2030 年,2040 年,2050 年の各年次における各地区の人口密度と,2015 年

の人口を 1 としたときの各年次における各地区の人口割合を図示する. 

 

5.1.1 2020 年 

 2020 年における各地区の人口密度を図-5.1 に,2015 年の人口を 1 としたときの 2020 年の

各地区の人口割合を図-5.2 に示す. 

 

 

 

 

大手筋 

帯屋町 

南ヶ丘 

大津甲 

介良甲

koukout  

図 5.1 2020 年の各地区の人口密度 
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5.1.2 2030 年 

 2030 年における各地区の人口密度を図-5.3 に,2015 年の人口を 1 としたときの 2030 年の

各地区の人口割合を図-5.4 に示す. 

図 5.2 2015-2020 年の人口割合 

図 5.3 2030 年の各地区の人口密度 
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図 5.4 2015-2030 年の人口割合 

 

5.1.3 2040 年 

 2040 年における各地区の人口密度を図-5.5 に,2015 年の人口を 1 としたときの 2040 年の

各地区の人口割合を図-5.6 に示す. 

図 5.5 2040 年の各地区の人口密度 

高知駅 

北御座 

南御座 
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5.1.4 2050 年 

 2050 年における各地区の人口密度を図-5.7 に,2015 年の人口を 1 としたときの 2050 年の

各地区の人口割合を図-5.8 に示す. 

図 5.6 2015-2040 年の人口割合 

図 5.7 2050 年の各地区の人口密度 
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帯屋町や大手筋などの中心市街地は商業地域となっているため密度の低い地区があり,そ

の周囲に密度の高い地区が乱立している.JRや路面電車の沿線でも密度の低い地区が見られ,

南ヶ丘など,南部のニュータウンも比較的人口密度が高い.図の外縁部は 20 人/ha 以下の地区

が多くみられる.2040 年までは 100 人/ha を超える地区もみられたが,2050 年ではすべての地

区が 100 人/ha を下回っている.居住誘導区域と比較すると,2020 年では区域内中心部のほと

んどの地区が,居住誘導区域内で維持すべき人口密度とされている 40 人/ha を超えている

が,2050 年では下回っている地区もみられる.また,大津甲・介良甲などの南国市との市境付

近の地区や桂浜・種崎などの南部の地区は一貫してこの値を下回っている.人口割合をみて

みると,2020 年は国勢調査が行われてから日が浅いため,2 つの地区を除き 0.8 以上の人口を

保っており,割合が 1 を超えるつまり人口が増加している地区も他の年次と比べ多い.人口の

増加は一時的なものが多く,2020 年時点で増加していた地区も年を追うごとに減少へと転じ

ているが,中心部に近い川添や南ヶ丘,南国市と隣り合う池などは一貫して増加している. 

 人口密度や割合の視点からみても,はじめは高い人口密度であったが減少して低密になっ

た地区や,密度自体は高くはないが,増加を続けている地区など,年次によって都市の状況は

変化している.このことからも,年次によって適切な誘導区域を設定することが必要である

といえる. 

 

 

 

 

川添 

池 

図 5.8 2015-2050 年の人口割合 
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5.2 地域連携を考慮しない場合の効率性の評価 

5.2.1 各地区の徒歩圏内施設数と発着便数 

 はじめに,地域連携を考慮しない場合の各地区の徒歩圏内施設数を示したものを図-5.9 に,

各地区の交通施設を発着する公共交通の便数を示したものを図-5.10 に示す. 

 

図 5.9 各地区の徒歩圏内施設数 
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施設数,公共交通便数ともに中心部が高い数値であることがわかる.施設数が中心部一帯

に面的に分布しているのに対し,便数が多い地区は,特に路面電車沿線地区に多く見られ,線

的に分布していることがわかる.また,北部や南西部の地区は施設数が極端に少ない地区が

多くみられるが,これらの地区のなかにも少数ではあるがバス路線が存在するため,一定数

の発着便数があることがわかる.便数のみに着目すると,同じ鉄道沿線でも,JR 線沿線より路

面電車沿線の地区の数値が高いことから,JR に比べ路面電車の本数が多いことがわかる. 

5.2.2 以降の結果は,図-5.9 と図-5.10 で示した各値を入力値として用いる. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.10 各地区からの発着便数 
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5.2.2 2020 年における効率性の評価 

 2020 年における各地区の効率値の算出は,第 3 章図-3.3 の「出力値」に「2020 年の各地区

の人口密度」と「2015 年を 1 とした場合の 2020 年の人口割合」を代入して分析を行った. 

その結果を図-5.11 に示す. 

中心部付近は 5.1 節,5.2 節で示したとおり,人口密度は高くないが施設数と公共交通便数

が充実していることもあり,高い効率値を示している.南部のニュータウンは,人口密度こそ

40 人/ha を上回っているが,施設数,公共交通便数ともに低いことが影響し,低い効率値となっ

ている.種崎や仁井田などの浦戸湾東側の地区は居住誘導区域内にもかかわらず人口密度,

施設数,公共交通便数の数値が低く,効率値も低い. 

 

 

 

 

 

種崎 

仁井田 

図 5.11 2020 年における各地区の効率値 

表 5.1 2020 年における効率値と地区数 
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5.2.3 2030 年における効率性の評価 

 2030 年における各地区の効率値の算出は,第 3 章図-3.3 の「出力値」に「2030 年の各地

区の人口密度」と「2015 年を 1 とした場合の 2030 年の人口割合」を代入して分析を行っ

た. その結果を図-5.12 に示す. 

 

 

図 5.12 2030 年における各地区の効率値 

 図-5.4 で示した,高知駅東側の人口増加地区の効率値が 2020 年に比べ上昇していること

がわかる.また,南国市境付近の大津乙も効率値が上昇した.各効率値の地区数をみると,0.5

以下の地区が減少し,それ以外の地区数が増えていることがら,全体的に効率値が上昇して

いることがわかる. 

 

 

 

 

 

 

高知駅 

大津乙 

表 5.2 2030 年における効率値と地区数 
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5.2.4 2040 年における効率性の評価 

 2040 年における各地区の効率値の算出は,第 3 章図-3.3 の「出力値」に「2040 年の各地

区の人口密度」と「2015 年を 1 とした場合の 2040 年の人口割合」を代入して分析を行っ

た. その結果を図-5.13 に示す. 

 

図 5.13 2040 年における各地区の効率値 

蒔絵台 2 丁目,三園町は効率値が大きく上昇した.これらの地区は図-5.6 で示したように,

いずれも人口が増加している地区である.また,2020 年から 2030 年で効率値が上昇した大津

乙は,2040 年でも上昇している. 各効率値の地区数をみると,0.5 以下と 0.6-0.7 の地区が減少

し,それ以外の地区数が増えている.0.7-0.8 は,増加数が最も多く,6 地区の増加となった. 

 

 

 

 

 

 

蒔絵台 2 丁目 

表 5.3 2040 年における効率値と地区数 

三園町 
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5.2.5 2050 年における効率性の評価 

 2050 年における各地区の効率値の算出は,第 3 章図-3.3 の「出力値」に「2050 年の各地

区の人口密度」と「2015 年を 1 とした場合の 2050 年の人口割合」を代入して分析を行っ

た. その結果を図-5.14 に示す. 

 

図 5.14 2050 年における各地区の効率値 

蒔絵台 1 丁目,南ヶ丘 5 丁目の効率値が大きく上昇した.これらの地区も同様に人口が増

加している地区である.効率値が 0.7-0.8 の地区は 2040 年から 10 地区,1 の地区は 4 地区増

加した.2020 年からの変化を見ると,0.5 以下の地区と 0.8-0.9 の地区数が減少しておりそれ

以外の地区は増加していることから,全体的に効率値が上昇している. 

 

 

 

 

 

 

蒔絵台 1 丁目 

南ヶ丘 5 丁目 

表 5.4 2050 年における効率値と地区数 
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5.2.6 各地区の効率値の変化 

 2020 年から 2050 年にかけて各地区の効率値がどのように変化したかを明らかにするべ

く,2050 年の効率値と 2020 年の効率値の差分をとったものを図-5.15 に示す. 

 

この図において,正の値をとる地区は,2020 年の効率値より 2050 年の効率値が高い,つま

り効率値が上昇した地区である.逆に負の値をとる地区は効率値が減少した地区である.中

心市街地の地区が変わらないか下がっている.そしてそれらの地区を囲むように効率値が上

がった地区が分布している.効率値が 0.4 上昇した地区は,北御座,南御座などの高知駅東側

の地区,東部の路面電車沿線地区である高須 2 丁目,南部のニュータウンである蒔絵台,南ヶ

丘などである.図-5.7,図-5.8 とこれらの地区を比較すると,いずれの地区も人口密度が 80 人

/ha 以上か,人口が増加している地区であることがわかる.逆に効率値が低下している地区は

人口密度が低い,もしくは人口減少の大きい地区であることがわかる.これらのことから,人

口密度や人口減少率は効率値の変化に大きな影響を与えているといえる.また,路面電車沿

線に着目すると,はりまや橋以東は効率値が上昇しているのに対し,はりまや橋以西は効率

値が下がっていることがわかる. 

 

 

 

 

 

北御座 

南御座 

高須 2 丁目 

はりまや橋 

図 5.15 2020 年-2050 年における各地区の効率値の変化 
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5.3 地域連携を考慮する場合の効率性の評価 

 はじめに,地域連携を考慮する場合の各地区の徒歩圏内施設数を示したものを図-5.16 に,

各地区の交通施設を発着する公共交通の便数を示したものを図-5.17 に示す. 

 

 

図 5.16 各地区の徒歩圏内施設数 

図 5.17 各地区からの発着便数 
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公共交通の便数は,5.2 節では高知市中心部発着の便のみを対象としていたが,本節では南

国市中心部と土佐市中心部発着の便も対象となる.そのため,南国市と土佐市発着の便が通

る地区は便数が増加している.図-5.10 と図-5.18 を比較すると,特に南国市境付近の地区で発

着便数が増加していることがわかる. 

5.3.2 以降の結果は,図-5.16 と図-5.17 で示した各値を入力値として用いる. 

 

5.3.2 2020 年における効率性の評価 

 2020 年における各地区の効率値の算出は,第 3 章図-3.3 の「出力値」に「2020 年の各地

区の人口密度」と「2015 年を 1 とした場合の 2020 年の人口割合」を代入して分析を行っ

た. その結果を図-5.18 に示す. 

 

図 5.18 2020 年における各地区の効率値 

5.2 節と同様に,中心部の効率値が高く,そこから離れるにつれて効率値が低くなっている

が,路面電車沿線地区は比較的高い数値を保っている.大津甲や大津乙などの南国市境付近

の路面電車沿線地区は,,図-5.11 と比較すると高い数値となっている. 

 

 

 

表 5.5 2020 年における効率値と地区数 

大津乙 

大津甲 
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5.3.3 2030 年における効率性の評価 

 2030 年における各地区の効率値の算出は,第 3 章図-3.3 の「出力値」に「2030 年の各地

区の人口密度」と「2015 年を 1 とした場合の 2030 年の人口割合」を代入して分析を行っ

た. その結果を図-5.19 に示す. 

 

図 5.19 2030 年における各地区の効率値 

図-5.4 で示した,北御座,南御座などの高知駅東側の人口増加地区の効率値が 2020 年に比

べ上昇した.また,南国市境付近の大津乙も効率値が上昇した.南国市と隣り合う池も少しで

はあるが効率値が上昇している. 各効率値の地区数をみると,効率値 0.5 以下と 0.9-1.0 の地

区が減少し,それ以外の地区数が増えていることがら,全体的に効率値が上昇していること

がわかる.0.6-0.7 の地区は 10 地区の増加となった. 

 

 

 

 

 

表 5.6 2030 年における効率値と地区数 
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5.3.4 2040 年における効率性の評価 

 2040 年における各地区の効率値の算出は,第 3 章図-3.3 の「出力値」に「2040 年の各地

区の人口密度」と「2015 年を 1 とした場合の 2040 年の人口割合」を代入して分析を行っ

た. その結果を図-5.20 に示す. 

 

図 5.20 2040 年における各地区の効率値 

5.2.4項と同様に,蒔絵台 2丁目,三園町は効率値が大きく上昇した.これらの地区は図-4.6で

示したようにいずれも人口が増加している地区である.また,2020 年から 2030 年で効率値が

上昇した大津乙は,2040 年でも上昇している. 各効率値の地区数をみると,0.5 以下と 0.8-0.9

の地区が減少し,それ以外の地区数が増えている. 

 

 

 

 

 

 

表 5.7 2040 年における効率値と地区数 

蒔絵台 2 丁目 

三園町 
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5.3.5 2050 年における効率性の評価 

 2050 年における各地区の効率値の算出は,第 3 章図-3.3 の「出力値」に「2050 年の各地

区の人口密度」と「2015 年を 1 とした場合の 2050 年の人口割合」を代入して分析を行っ

た. その結果を図-5.21 に示す. 

 

図 5.21 2050 年における各地区の効率値 

連携を考慮しない場合と同様に蒔絵台 1 丁目,南ヶ丘 5 丁目の効率値が大きく上昇した.こ

れらの地区も同様に人口が増加している地区である.効率値が 0.8-0.9 の地区は 2040 年から

4 地区減少した..2020 年からの変化を見ると,0.5 以下の地区と 0.8-0.9 の地区数が減少してお

りそれ以外の地区は増加していることから,全体的に効率値が上昇している. 

 

 

 

 

 

表 5.8 2050 年における効率値と地区数 

南ヶ丘 5 丁目 

蒔絵台 1 丁目 



- 39 - 

 

5.3.6 各地区の効率値の変化 

 2020 年から 2050 年にかけて各地区の効率値がどのように変化したかを明らかにするべ

く,2050 年の効率値と 2020 年の効率値の差分をとったものを図-5.22 に示す. 

 

5.2.6 項と同様に,正の値をとる地区は効率値が上昇,負の値をとる地区は効率値が低下し

たことを示す.中心部の効率値が低下していること,それらの地区を囲むように効率理が上

昇した地区が分布していること,高人口密度もしくは人口減少率の小さい地区の効率値が上

昇していることは 5.2.6 と同様である.池は 0.2 以上の上昇となり,5.2.6 項よりも大きな数値

となった. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.22 2020 年-2050 年における各地区の効率値の変化 
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5.4 連携を考慮しない場合とする場合の比較 

5.4.1 施設数と便数の変化 

 地域連携を考慮しない場合と考慮する場合の徒歩圏内施設数と便数を比較するべく,連携

を考慮しない場合とする場合の差分をとったものを図-5.23 と図-5.24 に示す. 

布師田 

大津甲 

図 5.23 施設数の変化 

図 5.24 便数の変化 
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施設数は南国市と土佐市の市境付近の地区で増加している.最も多い増加数は布師田の

14 施設であった.便数は特に路面電車沿線地区の増加が目立つ.それ以外の 1-200 本増加し

ている地区はバスによる増加である.最も増加した地区は大津甲で,600 本以上増加してい

る.図-5.10 によると,大津甲の便数は 200-500 本となっているため,連携を考慮することで倍

以上本数が増えたことになる.このように,地域連携を考慮することにより市境付近の施設

数の増加や,交通路線沿線の便数が増加することで効率値の上昇が期待できる. 

 

5.4.2 効率値の比較 

地域連携を考慮しない場合と考慮する場合を比較するべく,各年次における連携を考慮しな

い場合とする場合の差分をとったものを図-5.25 から図-5.28 に示す. 

 

大津乙 

大津甲 

南元町 

曙町 1 丁目 

図 5.25 2020 年における効率値の差分 

桟橋 4 丁目 
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曙町 2 丁目 

朝倉本町 1 丁目 

高須 3 丁目 

図 5.26 2030 年における効率値の差分 

図 5.27 2040 年における効率値の差分 
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これらの図において,正の値をとる地区は,連携を考慮する場合の効率値が高いことを表

す.逆に負の値をとる地区は,連携を考慮しない場合の効率値が高いことを表す. 

地域連携を考慮する場合,市境付近の地区は隣市の施設が徒歩圏内にある場合や隣市中心

部へ向かう公共交通の便が利用可能になることから,南国市,土佐市両市境の地区や路面電

車沿線の地区で,連携を考慮する場合の効率値が高いことがわかる.特に南国市付近の路面

電車沿線地区である大津甲,大津乙はいずれの年次においても 0.2 以上高い数値となってい

る.大津甲に至っては 2020 年,2030 年は 0.3 以上高い数値となっていることから,市境付近で

公共交通の便数の比較的多い地区は連携を考慮することにより効率値が大きく上昇する可

能性があることがわかる.西部の地区も,先述の地区ほどではないが,朝倉駅周辺の地区を中

心に効率値が上昇している. 

 効率値が減少した地区に着目すると,2020 年に桟橋 4 丁目が 0.1 以上減少している

が,2030 年以降は 0.1 以上減少している地区はみられない.地域連携を考慮することによる

大幅な効率値の減少はないといえる. 

次に,図-5.32 から図-5.33 で効率値の差が 0.1 以上になった地区の,2020 年から 2050 年の

効率値の推移をグラフにした.対象地区は,曙町 1 丁目,曙町 2 丁目,南元町,朝倉本町 1 丁目, 

大津甲,大津乙,高須 3 丁目である. 

図 5.28 2050 年における効率値の差分 

朝倉駅 
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図 5.31 南元町の効率値の変化 

図 5.30 曙町 2 丁目の効率値の変化 

図 5.29 曙町 1 丁目の効率値の変化 

図 5.32 朝倉本町 1 丁目の効率値の変化 
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効率値 0.1 以上の差が見られた地区はいずれも,いの町と南国市に近い路面電車沿線の地

区である.7地区全てで連携を考慮する場合の数値が高く,南元町以外の 6地区は 2020年から

常に増加を続けている. 

これらのことから,地域連携を考慮することは,市境付近以外の地区は若干の効率値の減 

少をもたらすものの,それ以上に大幅な効率値が上昇する地区があることがわかる.さらに,

市境付近の地区の住民は隣市の施設を利用したり交通機関を使って移動したりすることが

可能であるため,連携を考慮する方がより事態に即した結果であるといえる. 
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図 5.35 高須 3 丁目の効率値の変化 

図 5.29 大津乙の効率値の変化 
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6. クラスター分析による各地区の分類 

 まず 6.1 節,6.2 節で連携を考慮しない場合と考慮する場合において,各年次でクラスター

分析を行い,地区を特徴ごとに分類する.次に 6.3 節,6.4 節で地域連携を考慮しない場合とす

る場合において,各年次で誘導区域を設定する. 

 

6.1 地域連携を考慮しない場合の各地区のクラスター分析 

 はじめに,すべての地区が 1 になるための入力値の 2 項目の値を算出する.第 3 章に記載し

たように,入力指向型の効率値は,1 になるための入力値の減少率である.つまり各 DMU の入

力値に該当する効率値をかけることで効率値は 1 になる.6.1.2 項以降のクラスター分析は,

前述の方法で全ての地区の効率値を 1 にした上で行った.なお,クラスター数は,入出力値が

計 4 項目あることから 4 クラスに設定した. 

 

6.1.1 2020 年のクラスター分析の結果 

 地域連携を考慮しない場合の 2020 年におけるクラスター分析の結果を表-6.1 に,地理的分

布を図-6.1 に示す.各項目の値は平準化した値を用いている. 

 

各項目で最も数値の高い箇所を橙色の網掛けで示した.クラス 0 は,人口密度が最も高く,

人口を保っている地区である.このクラスを密度・割合型と呼ぶ.路面電車沿線と北部・南部

のニュータウンに分布している.クラス 1 は,施設数が最も高く,他の 3 項目はすべて負の値

をとっている.このクラスは,施設数が多いことが,効率値を 1 にする要因と考えられるため,

このクラスを施設型と呼ぶ.中心部に数地区と南西部や北東部の末端地区に多く分布してい

る.クラス 2 は,公共交通が最も高く,その他の項目はクラス 1 と同様で全て負の値をとって

いる.このクラスは,公共交通の便数が多いことが,効率値を 1 にする要因と考えられるため,

公共交通型と呼ぶ.中心部付近に数地区と外縁を囲むように分布している.クラス 3 は,公共

交通の便数こそ少ないがそれ以外は正の値をとっており,バランスの良い地区であるといえ

る.中心部に位置する施設型と公共交通型の地区の周囲を囲むように位置しており,ほとん

どの地区が現在の居住誘導区域内に含まれている. 

表 6.1 2020 におけるクラスター分析の結果 
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クラスター分析は,すべての地区の効率値を 1 にした状態で行った.しかし元々効率値が 1

でない地区が効率値 1 になるためには,施設数と公共交通の便数を増加させる必要がある.

そこで,効率値が 1 になるために必要な増加量をクラスごとに比較した.その増加量を平準

化したものを表-6.2 に示す. 

表 6.2 各クラスの必要増加量 

 

各項目で最も数値の低い箇所を橙色で,最も数値の高い箇所を青色網掛けで示した.この

表は,効率値 1 になるために必要な増加量を示しているため,数値が小さいほど少ない増加

量で効率値 1 になることができる.逆に数値が大きいほど効率値 1 になるための増加量が多

いことになる. 

 密度・割合型とクラス 3 の地区は,施設数,便数ともに負の値となり,比較的少ない増加数

で効率値 1 になることができる.施設型,公共交通型の地区はそれぞれ施設数と便数を大幅

に増やす必要がある. 

 次にすべての地区の,効率値を 1 にする前の,元々の施設数と便数をクラスごとに比較し

たものを表-6.3 に示す. 

 

 

図 6.1 2020 年の各クラスの地理的分布 
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各クラスで最も数値の高い項目を橙色網掛けで示した.施設数,便数共に比較的増加量の

少ない密度・割合型とクラス 3 の地区は,人口密度と人口割合が高いという共通点がある.

一方で施設型と公共交通型の地区は,人口密度医と人口割合が低く,施設型に至ってはすべ

ての項目が負の値をとっている.このことから,人口密度・人口割合が比較的高い地区は効

率値 1 になるための増加量が少なく,人口密度・人口割合の低い地区は,効率値 1 になるた

めの増加量が多いことがわかる.増加項目に着目すると,施設型の元々の数は施設数が最も

高く,必要増加量も施設数が最も高い.公共交通型の元々の数は便数が最も高く,必要増加量

も便数が最も高いことから,元々の数値が高い項目を大幅に増加させることで効率値 1 にな

ることがわかる. 

 次に,施設型の地区の元々の施設数と便数の地理的分布をそれぞれ図-6.2 と図-6.3 に,効率

値 1 になるための施設増加数と便数増加数の地理的分布をそれぞれ図-6.4 と図-6.5 に示す 

 

表 6.3 各クラスの元々の数 

図 6.2 施設型の地区の元々の施設数 
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図 6.3 公共交通型の地区の元々の便数 

図 6.4 施設型の地区の施設増加数 
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施設型,公共交通型共に中心部とそれ以外の地区で元々の数に大きな差があることがわか

る.第 5 章の図-5.11 と比較しても,中心部の地区は,人口密度や人口割合は低いが元々の施設

数や便数が多いため効率値 1 もしくは 1 に近い値であるといえる.一方で中心部から離れた

地区は,元々の数が少ないため,効率値 1 になるための増加量が多いことがわかる.施設型の

地区の施設数,公共交通型の地区の便数の必要増加量が最も多いのは,これらの地区の影響

を強く受けたためと考えられる. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.5 公共交通型の地区の増加便数 
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6.1.2 2030 年のクラスター分析の結果 

 連携を考慮しない場合の 2030 年におけるクラスター分析の結果を表-6.4 に,地理的分布

を図-6.6 示す.項目の値は平準化した値を用いている 

表 6.4 2030 年におけるクラスター分析の結果 

各項目で最も数値の高い箇所を橙色の網掛けで示した.クラス 0 は便数が最も高く,他の 3

項目はすべて負の値をとっていることから,公共交通型に分類され,中心部付近に数地区と

外縁を囲むように分布している.クラス 1 は,便数は少ないが,それ以外の 3 項目は比較的高

い数値となっている.2020 年のクラス 3 にあたるといえる.中心部の施設型と公共交通型の

地区を囲むように分布している.クラス 2 は,人口密度と人口割合が高いことから,密度・割

合型に分類され,クラス 1 の地区をさらに囲むようにして分布している.クラス 3 は,施設数

が多いことから,施設型に分類される.こちらも 2020 年と同様に中心部に数地区と南西部や

北東部の末端地区に多く見られる.大津乙や池などの地区が,公共交通型から密度・施設型

に変化した. 

大津乙 

池 

図 6.6 2030 年の各クラスの地理的分布 
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 次に,効率値 1 になるための施設数と公共交通便数の増加量をクラスごとに比較する. 

表 6.5 各クラスの必要増加量 

 

 各項目で最も数値の低い箇所を橙色で,最も数値の高い箇所を青色網掛けで示した. 

2020 年と同様に,施設型は施設数,公共交通型は便数を大幅に増加させる必要があるクラス

1 と密度・割合型の地区は 2 項目ともに負の値であり,.必要増加量が少ない結果となった. 

 次にすべての地区の,効率値を 1 にする前の,元々の施設数と便数をクラスごとに比較し

たものを表-6.6 に示す. 

表 6.6 各クラスの元々の数 

 

 各クラスで最も数値の高い項目を橙色網掛けで示した.公共交通型の地区は,元々の便数

が多いが,それ以外の 3 項目はすべて負の値となっている.クラス 1 の地区は,便数は少ない

が,それ以外の 3 項目はすべて正の値となっている.密度・割合型の地区は,施設数は少ない

が,それ以外の 3 項目はすべて正の値となっている.施設型の地区は,すべての項目が負の値

となっている. また,公共交通型は便数,施設型は施設数,元々の数が多い項目の増加量が多

い. 

 次に,施設型の地区の元々の施設数の地理的分布と,公共交通型の地区の元々の便数の地

理的分布をそれぞれ図-6.7 と図-6.8 に,効率値 1 になるための施設増加数と便数増加数の地

理的分布をそれぞれ図-6.9 と図-6.10 に示す.2020 年と順番を合わせるため,施設型,公共交通

型の順で示す. 施設数,便数共に中心部に位置する地区の数値が高いが,中心部から離れる

と,低い数値となっている.公共交通型の地区は,元々の便数も 4 クラス中で最も高いが,中心

部の 1000 便を超える地区がクラス全体の数値を押し上げていると考えられる.施設型の地

区は,クラス内の数値は施設数が最も高いが,負の値であるため決して高いとはいえない.施

設数が 20 以下の地区もみられる.元々の数値の低い地区は,効率値 1 になるために大幅な増

加を強いられており,施設型と公共交通型の地区の必要増加量が多いのもこれが影響してい

ると考えられる. 
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図 6.7 施設型の地区の元々の施設数 

図 6.8 公共交通型の地区の元々の便数 
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図 6.9 公共交通型の地区の増加便数 

図 6.10 施設型の地区の施設増加数 
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6.1.3 2040 年のクラスター分析の結果 

 連携を考慮しない場合の 2030 年におけるクラスター分析の結果を表-6.7 に,地理的分布

を図-6.11 示す.各クラスにおける各項目の平均値は平準化した値を用いている. 

表 6.7 2030 年におけるクラスター分析の結果 

各項目で最も数値の高い箇所を橙色の網掛けで示した.クラス 0 は,人口密度が最も高い

ことから,人口密度型に分類され,中心部の施設型,公共交通型の地区の周囲を囲むように分

布している.クラス 1 は,公共交通の便数が最も多いことから,公共交通型に分類され,中心部

から西側の路面電車沿線と外縁部に分布している.クラス 2 は,人口割合が最も高く,人口を

維持しており,人口密度型の地区を囲むように位置している.このクラスを割合型と呼ぶ.ク

ラス 3 は,施設数が最も多いことから,施設型に分類され,中心部に数地区と南西部や北東部

の地区に分布している. 

 

 

図 6.11 2040 年の各クラスの地理的分布 
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 次に,効率値 1 になるための施設数と公共交通便数の増加量をクラスごとに比較する. 

表 6.8 各クラスの必要増加量 

 

 各項目で最も数値の低い箇所を橙色で,最も数値の高い箇所を青色網掛けで示した.人口

密度型と割合型は効率値 1 になるための増加量が比較的少ないのに対し,公共交通型は便

数,施設型は施設数の必要増加量がそれぞれ最も多い. 

次にすべての地区の,効率値を 1 にする前の,元々の施設数と便数をクラスごとに比較し

たものを表-6.9 に示す. 

 

各クラスで最も数値の高い項目を橙色網掛けで示した. 人口密度型は,人口密度と人口割

合も比較的高いが,施設数は 4 クラスの中で最も多い. 公共交通型は元々便数が多く,さらに

増加数も最も多い. 割合型は,人口密度と人口密度は高いが,施設数と便数は負の値となって

いる. 施設型は施設数は正の値となっており少なくはないが,その他の項目は全て負の値で

ある. 

次に,施設型の地区の元々の施設数の地理的分布と,公共交通型の地区の元々の便数の地

理的分布をそれぞれ図-6.12 と図-6.13 に,効率値 1 になるための施設増加数と便数増加数の

地理的分布をそれぞれ図-6.14 と図-6.15 に示す.2020 年と順番を合わせるため,施設型,公交

通型の順で示す. 施設数,便数共に中心部の数値が高く,中心部からはなれるにつれて数値が

低くなっており,これらの地区は効率値 1 になるための必要増加数も中心部から離れるにつ

れて多くなっている. 

表 6.9 各クラスの元々の数 
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図 6.13 公共交通型の地区の元々の便数 

図 6.12 施設型の地区の元々の施設数 
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図 6.13 公共交通型の地区の増加便数 

 

図 6.12 施設型の地区の施設増加数 
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6.1.4 2050 年のクラスター分析の結果 

 連携を考慮しない場合の 2030 年におけるクラスター分析の結果を表-6.10 に,地理的分

布を図-6.16 示す.各クラスにおける各項目の平均値は平準化した値を用いている. 

表 6.10 2050 年におけるクラスター分析の結果 

各項目で最も数値の高い箇所を橙色の網掛けで示した.クラス 0 は,人口割合が最も高い

ことから,割合型に分類され,人口密度型の地区を囲むようにして分布している.クラス 1 は,

公共交通の便数が最も多いことから,公共交通型に分類され,中心部から西側の路面電車沿

線と外縁部に分布している.クラス 2 は,人口密度が最も高いことから,人口密度型に分類さ

れ,中心部の施設型,公共交通型の地区の周囲を囲むように分布している.クラス 3 は,施設数

が最も多いことから,施設型に分類され,中心部に数地区と南西部や北東部の地区に分布し

ている. 

 

 

図 6.14 2050 年の各クラスの地理的分布 
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次に,効率値 1 になるための施設数と公共交通便数の増加量をクラスごとに比較する. 

各項目で最も数値の低い箇所を橙色で,最も数値の高い箇所を青色網掛けで示した.人口

密度型と割合型は効率値 1 になるための増加量が比較的少ないのに対し,公共交通型は便数,

施設型は施設数の必要増加量がそれぞれ最も多い. 

次にすべての地区の,効率値を 1 にする前の,元々の施設数と便数をクラスごとに比較し

たものを表-6.12 に示す. 

各クラスで最も数値の高い項目を橙色網掛けで示した. 割合型は,人口密度と人口密度は

高いが,施設数と便数は負の値となっている. 公共交通型は元々便数が多く,さらに増加数も

最も多い. 人口密度型は,人口密度と人口割合も比較的高いが,施設数は 4 クラスの中で最も

多い. 施設型は施設数は正の値となっており少なくはないが,その他の項目は全て負の値で

ある. 

次に,施設型の地区の元々の施設数の地理的分布と,公共交通型の地区の元々の便数の地

理的分布をそれぞれ図-6.17 と図-6.18 に,効率値 1 になるための施設増加数と便数増加数の

地理的分布をそれぞれ図-6.19 と図-6.20 に示す.2020 年と順番を合わせるため,施設型,公交

通型の順で示す.  

表 6.11 各クラスの必要増加量 

表 6.12 各クラスの元々の数 
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図 6.16 公共交通型の地区の元々の便数 

図 6.15 施設型の地区の元々の施設数 
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図 6.20 公共交通型の地区の増加便数 

図 6.19 施設型に地区の施設増加数 
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6.2 地域連携を考慮する場合の各地区のクラスター分析 

地域連携を考慮しない場合と同様に,全ての地区の効率値が 1 にした上でクラスター分析

を行った. 

 

6.2.1 2020 年のクラスター分析の結果 

 地域連携を考慮する場合の 2020 年におけるクラスター分析の結果を表-6.13 に,地理的分

布を図-6.21 示す.各クラスにおける各項目の平均値は平準化した値を用いている. 

表 6.13 2020 年におけるクラスター分析の結果 

各項目で最も数値の高い箇所を橙色の網掛けで示した.クラス 0 は, 便数が最も高く,他の

3 項目はすべて負の値をとっていることから,公共交通型に分類され,中心部付近に数地区と

外縁を囲むように分布している.クラス 1 は, 施設数が多いことから,施設型に分類され,中

心部に数地区と南西部や北東部の末端地区に多く見られる.便数は少ないが,それ以外の 3

項目は比較的高い数値となっている.クラス 2 は,人口密度と人口割合が高いことから,密

図 6.17 2020 年の各クラスの地理的分布 
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度・割合型に分類され,クラス 3 の地区をさらに外側と,一部の路面電車沿線に分布してい

る.クラス 3 は,便数は少ないがそれ以外の 3 項目は全て負の値をとなっている. 

 次に,効率値 1 になるための施設数と公共交通便数の増加量をクラスごとに比較する. 

表 6.14 各クラスの必要増加量 

 

各項目で最も数値の低い箇所を橙色で,最も数値の高い箇所を青色網掛けで示した.施設

型は施設数,公共交通型は便数を大幅に増加させる必要があり人口密度と人口割合の高い地

区は必要増加量が少ない結果となった. 

 次にすべての地区の,効率値を 1 にする前の,元々の施設数と便数をクラスごとに比較し

たものを表-6.16 に示す. 

 

各クラスで最も数値の高い項目を橙色網掛けで示した. 公共交通型は元々便数が多く,さ

らに増加数も最も多い.施設型は全ての項目で負の値となっている.密度・割合型は施設数

こそ若干少ないが,他の 3 項目は正である.特に便数は,4 クラスの中で最も多い. 

 次に,施設型の地区の元々の施設数の地理的分布と,公共交通型の地区の元々の便数の地

理的分布をそれぞれ図-6.22 と図-6.23 に,効率値 1 になるための施設増加数と便数増加数の

地理的分布をそれぞれ図-6.24 と図-6.25 に示す.2020 年と順番を合わせるため,施設型,公交

通型の順で示す. 施設数,便数共に中心部に位置する地区の数値が高いが,中心部から離れる

と,低い数値となっている.公共交通型の地区は,元々の便数も 4 クラス中で最も高いが,中心

部の 1000 便を超える地区がクラス全体の数値を押し上げていると考えられる.施設型の地

区は,クラス内の数値は施設数が最も高いが,負の値であるため決して高いとはいえない.施

設数が 20 以下の地区もみられる.元々の数値の低い地区は,効率値 1 になるために大幅な増

加を強いられており,施設型と公共交通型の地区の必要増加量が多いのもこれが影響してい

ると考えられる. 

 

 

表 6.15 各クラスの元々の数 
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図 6.19 公共交通型の地区の元々の便数 

図 6.18 施設型の地区の元々の施設数 
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図 6.21 公共交通型の地区の増加便数 

図 6.20 施設型の地区の施設増加数 
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6.2.2 2030 年のクラスター分析の結果 

 連携を考慮する場合の 2030 年におけるクラスター分析の結果を表-6.16 に,地理的分布を

図-6.26 示す.各クラスにおける各項目の平均値は平準化した値を用いている. 

表 6.16 2030 年におけるクラスター分析の結果 

 

各項目で最も数値の高い箇所を橙色の網掛けで示した. クラス 0 は,施設数が最も高いこ

とから,施設型に分類され, 中心部に数地区と南西部や北東部の地区に分布している.中心部

の施設型,公共交通型の地区の周囲を囲むように分布している.クラス 1 は,人口割合が最も

高いことから,割合型に分類され,人口密度型のさらに外側と東部の路面電車沿線に分布し

ている.クラス 2 は,人口密度が最も高いことから,人口密度型に分類され,中心部の施設型と

公共交通型の地区の周囲を囲むように分布している.クラス 3 は,便数が最も多いことから,

公共交通型に分類され,中心部に数地区と外縁部に多く分布している.宇津野,大津乙,介良乙,

池などの地区が,公共交通型から割合型に変化した.. 

宇津野 

介良乙 

池 

大津乙 

図 6.22 2030 年の各クラスの地理的分布 
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  次に,効率値 1 になるための施設数と公共交通便数の増加量をクラスごとに比較する. 

 

各項目で最も数値の低い箇所を橙色で,最も数値の高い箇所を青色網掛けで示した.施設

型は施設数,公共交通型は便数を大幅に増加させる必要があり人口密度と人口割合の高い地

区は必要増加量が少ない結果となった. 

 次にすべての地区の,効率値を 1 にする前の,元々の施設数と便数をクラスごとに比較し

たものを表-6.18 に示す. 

 

各クラスで最も数値の高い項目を橙色網掛けで示した. 施設型は施設数は正の値となって

おり少なくはないが,その他の項目は全て負の値である. 割合型は,人口密度と人口密度は高

いが,施設数と便数は負の値となっている.特に施設数は 4 クラス中で,突出して少ないこと

がわかる. 人口密度型は,人口密度と人口割合も比較的高いが,施設数は 4 クラスの中で最も

多い. 公共交通型は元々便数が多く,さらに増加数も最も多い. 

 次に,施設型の地区の元々の施設数の地理的分布と,公共交通型の地区の元々の便数の地

理的分布をそれぞれ図-6.27 と図-6.28 に,効率値 1 になるための施設増加数と便数増加数の

地理的分布をそれぞれ図-6.29 と図-6.30 に示す. 

 

 

 

 

 

 

 

表 6.17 各クラスの必要増加量 

表 6.18 各クラスの元々の数 
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図 6.24 公共交通型の地区の元々の便数 

図 6.23 施設型の地区の元々の施設数 
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図 6.25 施設型の地区の施設増加数 

図 6.26 公共交通型の地区の増加便数 
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5.2.3 2040 年のクラスター分析の結果 

 連携を考慮する場合の 2040 年におけるクラスター分析の結果を表-6.19 に,地理的分布を

図-6.31 示す.各クラスにおける各項目の平均値は平準化した値を用いている. 

 

各項目で最も数値の高い箇所を橙色の網掛けで示した. クラス 0 は,施設数が最も高いこ

とから,施設型に分類され, 中心部に数地区と南西部や北東部の地区に分布している.クラス

1 は,人口割合が最も高いことから,割合型に分類され,人口密度型のさらに外側と東部の路

面電車沿線に分布している.クラス 2 は,人口密度が最も高いことから,人口密度型に分類さ

れ,中心部の施設型と公共交通型の地区の周囲を囲むように分布している.クラス 3 は,便数

が最も多いことから,公共交通型に分類され,中心部に数地区と外縁部に多く分布している. 

 

 

表 6.19 2040 年におけるクラスター分析の結果 

図 6.27 2040 年の各クラスの地理的分布 
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  次に,効率値 1 になるための施設数と公共交通便数の増加量をクラスごとに比較する. 

表 6.20 各クラスの必要増加量 

 

各項目で最も数値の低い箇所を橙色で,最も数値の高い箇所を青色網掛けで示した.施設型

は施設数,公共交通型は便数を大幅に増加させる必要があり人口密度と人口割合の高い地区

は必要増加量が少ない結果となった. 

 次にすべての地区の,効率値を 1 にする前の,元々の施設数と便数をクラスごとに比較し

たものを表-6.21 に示す. 

表 6.21 各クラスの元々の数 

 

各クラスで最も数値の高い項目を橙色網掛けで示した. .公共交通型は元々便数が多く,さら

に増加数も最も多い.割合型は,人口密度と人口密度は高いが,施設数と便数は負の値となっ

ている.特に施設数は 4 クラス中で,突出して少ないことがわかる. 施設型は施設数は他のク

ラスに比べ多いが,その他の項目は全て負の値である.人口密度型は,人口密度と人口割合が

比較的高いが,施設数と便数は比較的少ない. 公共交通型は元々便数が多く,さらに増加数も

最も多い. 

次に,施設型の地区の元々の施設数の地理的分布と,公共交通型の地区の元々の便数の地

理的分布をそれぞれ図-6.32 と図-6.33 に,効率値 1 になるための施設増加数と便数増加数の

地理的分布をそれぞれ図-6.34 と図-6.35 に示す. 
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図 6.29 公共交通型の地区の元々の便数 

図 6.28 施設型の地区の元々の施設数 
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図 6.30 施設型の地区の施設増加数 

図 6.31 公共交通型の地区の増加便数 
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6.2.4 2050 年のクラスター分析の結果 

連携を考慮する場合の 2030 年におけるクラスター分析の結果を表-6.22 に,地理的分布を

図-6.36 示す.各クラスにおける各項目の平均値は平準化した値を用いている. 

表 6.22 2030 年におけるクラスター分析の結果 

 

各項目で最も数値の高い箇所を橙色の網掛けで示した. クラス 0 は,便数が最も高いこと

から,公共交通型に分類され, 中心部に数地区と外縁部に多く分布している.中心部に数地区

と南西部や北東部の地区に分布している.クラス 1 は,人口割合が最も高いことから,割合型

に分類され,人口密度型のさらに外側と東部の路面電車沿線に分布している.クラス 2 は,人

口密度が最も高いことから,人口密度型に分類され,中心部の施設型と公共交通型の地区の

周囲を囲むように分布している.クラス 3 は,施設数が最も多いことから,施設型に分類され, 

中心部に数地区と南西部や北東部の地区に分布している. 

図 6.32 2050 年の各クラスの地理的分布 
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 次に,効率値 1 になるための施設数と公共交通便数の増加量をクラスごとに比較する. 

各項目で最も数値の低い箇所を橙色で,最も数値の高い箇所を青色網掛けで示した.施設

型は施設数,公共交通型は便数が正の値となっており,大幅に増加させる必要がある.人口密

度と人口割合の高い地区は 2 項目とも負の値となり必要増加量が少ない. 

 次にすべての地区の,効率値を 1 にする前の,元々の施設数と便数をクラスごとに比較し

たものを表-6.24 に示す. 

表 6.24 各クラスの元々の数 

 

各クラスで最も数値の高い項目を橙色網掛けで示した.公共交通型は元々便数が多く,さ

らに増加数も最も多い.割合型は,人口密度と人口密度は高いが,施設数と便数は負の値とな

っている.特に施設数は 4 クラス中で唯一負の値であることから,突出して少ないことがわ

かる.人口密度型は,便数は負の値であるが,それ以外の 3 項目はすべて正の値となっている.

特に施設数は,施設型を抑え 4 クラス中で最も多い.施設型は施設数はわずかに正の値だが,

その他の項目は全て負の値である. 

 次に,施設型の地区の元々の施設数の地理的分布と,公共交通型の地区の元々の便数の地

理的分布をそれぞれ図-6.37 と図-6.38 に,効率値 1 になるための施設増加数と便数増加数の

地理的分布をそれぞれ図-6.39 と図-6.40 に示す.2020 年と順番を合わせるため,施設型,公交

通型の順で示す. 

 

 

 

 

 

 

 

表 6.23 各クラスの必要増加量 
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図 6.34 公共交通型の地区の元々の便数 

図 6.33 施設型の地区の元々の施設数 
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図 6.35 施設型の地区の施設増加数 

図 6.36 公共交通型の地区の増加便数 
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6.3 各クラスの特徴 

 6.1 と 6.2 節で行ったクラスター分析の各クラスの特徴を簡潔に示す. 

1) 施設型 

施設数の数値が最も高く,それ以外の 3 項目の数値が低いことが特徴である.効率値 1 に

なるための施設数の必要増加量が 4 クラスの中で最も多い.中心部の地区は元々の施設数が

多く,少ない増加量で効率値 1 になることが可能である.一方中心部から離れた地区は元々

の施設数が少ないため,効率値 1 になるためには大幅な増加が必要である. 

2) 公共交通型 

便数の数値が最も高いことが特徴のクラスである.元々の便数も 4 クラスの中で最も多

い.効率値 1 になるための便数の必要増加量が 4 クラスの中で最も多い.中心部の地区はは

元々の施設数が多く,少ない増加量で効率値 1 になることが可能である.一方中心部から離

れた地区は元々の施設数が少ないため,効率値 1 になるためには大幅な増加が必要である. 

3) 人口密度型 

人口密度が最も高いクラスである.元々の施設数も比較的多い.効率値 1 になるための必

要増加量は,施設数,便数共に負の値であり比較的少ない. 

4) 割合型 

人口割合が高く,人口を維持しているクラスである.しかし元々の施設数と便数は少なく,

施設数は 4 クラスの中で最も少ないことが多い. 

5) 密度・割合型 

2015 年からあまり時が経過していない 2020 年や 2030 年でみられる.各項目の数値が割

合型とよく似ていることから.このクラスが後に割合型に変化していると考えられる. 

6) 準密度・割合型(6.1.1 項のクラス 3, 6.1.2 項のクラス 1, 6.2.1 項のクラス 3) 

このクラスも, 2015 年からあまり時が経過していない 2020 年や 2030 年でみられる.人口

密度と人口割合が 2 番目に高いことから,このクラスを準密度・割合型と呼ぶ. 各項目の数

値が密度型とよく似ていることから.このクラスが後に密度型に変化していると考えられ

る. 

 

以上より,人口密度と人口割合の高いクラスは効率値 1 になるための必要増加量が少な

く,逆に人口密度と人口割合の低いクラスは施設数か便数を増やすことで 1 になるしかない

ため必然的に増加量が多くなっていると考えられる.つまり,人口密度型と割合型の地区は

効率値 1 になるためのポテンシャルの高い地区であるといえる. 
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7. 居住誘導区域の設定 

第 5 章は年代ごとに各地区をクラスター分析によって分類した.その結果を踏まえ,本章で

は各年代で居住誘導区域を設定する. 

 

7.1 居住誘導区域設定の規則 

各クラスから居住誘導区域に選定する地区は,以下の規則に従って決定する. 

１）施設型・公共交通型 

 効率値がその年次の平均を上回る地区 

２）人口密度型 

 効率値 1 になるための施設の必要増加数が,そのクラスの平均より少ない地区 

３）割合型 

 効率値 1 になるための便数の必要増加数が,そのクラスの平均より少ない地区 

４）密度・割合型 

 効率値 1 になるための施設の必要増加数が,そのクラスの平均より少ない地区 

５）準密度・割合型 

 効率値 1 になるための便数の必要増加数が,そのクラスの平均より少ない地区 

居住誘導区域は以下の規則に従って設定する. 

１）選定されて地区のアウトラインに沿って設定する. 

２）既存の居住誘導区域に習い,水田,山,工業地域など,民家の存在しない場所は含まない. 

人口密度型,割合型,密度・割合型,準密度・割合型の 4 種類は,第 5 章に結果から効率値が 1

になるための施設数と便数の必要増加量が比較的少ないことがわかっている.つまり,効率

値 1 になるためのポテンシャルが高い地区であるといえる.したがってこれらの地区は,必要

増加量を選定基準とする.各クラスで,施設数・便数の必要増加量を平準化した数値のうち,増

加量の多い項目に着目し,その項目の増加量を下回る地区を居住誘導区域として選定す

る.6.1.3 項を例とすると,人口密度型はクラス 0 であり,表-6.8 より,平準化した増加量は施設

数の方が高いため,施設の増加量に着目する. このクラスの施設の平均必要増加量は-0.335

であり,これは具体的な数値で表すと 62 施設となる.したがって,このクラスからは施設の必

要増加数が 62 以下の地区を選定する.増加量の少ない項目を基準とすると,対象地区が極端

に少なくなってしまうため,増加量の多い項目を基準とした.施設型と公共交通型は,その年

の効率値の平均値を上回る地区を選定する.この 2 種類は,必要増加量が多いため,これを基

準とすると対象となる地区が多くなってしまうため,効率値を選定基準とした. 

 よって,本研究での居住誘導区域は,「効率値が 1 となるポテンシャルの高い地区」と「本

来の利便性が高い地区」が選定されている. 
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7.2 地域連携を考慮しない場合の選定地区と居住誘導区域 

 7.1 節の規則に従い選定された地区と居住誘導区域を示す. 

7.2.1 2020 年 

選定された地区と,設定した居住誘導区域をそれぞれ図-7.1 と図-7.2 に示す. 

図 7.1  2020 年の選定地区 

図 7.2 2020 年居住誘導区域 
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7.2.2 2030 年 

選定された地区と,設定した居住誘導区域をそれぞれ図-7.3 と図-7.4 に示す. 

  

 

 

図 7.3 2030 年の選定地区 

図 7.4 2030 年居住誘導区域 
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7.2.2 2030 年 

選定された地区と,設定した居住誘導区域をそれぞれ図-7.5 と図-7.6 に示す. 

  

 

 

図 7.5 2040 年の選定地区 

図 7.6 2040 年居住誘導区域 
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7.2.4 2050 年 

選定された地区と,設定した居住誘導区域をそれぞれ図-7.7 と図-7.8 に示す. 

 

 

図 7.7  2050 年の選定地区 

図 7.8 2050 年居住誘導区域 
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7.2.5 まとめ 

既存の居住誘導区域と,2020 年から 2050 年までの居住誘導区域の面積と縮小率と比較し

たものを表-7.1 に示す 

表 7.1 面積比較と縮小率 

 

2020 年から徐々に面積が拡大しているが,全体を通して既存の居住誘導区域の半分以上

縮小している.最も縮小できたのは 2020 年であった.図-3.5 のエリア１は,外側の地区が区域

から外れており,内側の地区が多く残った.また,エリア 3,4,5 は全ての年次において居住誘導

区域から外れた.これらの地区は第 4 章で示した効率値が全ての地区で 0.4 以下となってい

る.既存の区域外の地区では,2020 年からは蒔絵台,2050 では池が区域内となった.蒔絵台は

図-4.1 から図-4.8 で示したように常に人口密度 40 人/ha 以上を維持しており,人口も増加し

ている.図-4.15 と比較すると,2020 年から 2050 年にかけて効率値が 0.4 以上上昇しているこ

とから,効率値が 1 となるポテンシャルの高い地区である.また,池は人口密度こそ低いが,こ

の地区もまた人口が増加している地区であり,ポテンシャルの高い地区であるといえる.ま

た,土佐一宮駅付近の地区は 2020 年では区域内に含まれなかったが,2030 年ごろから区域内

となっている. 

 次に,本節で設定した居住誘導区域内における各施設の面積徒歩圏カバー率と人口徒歩圏

カバー率をそれぞれ表-7.2 と表-7.3 に示す 

表 7.2 各施設の面積徒歩圏カバー率 
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各施設で最もカバー率の高い箇所に橙色網掛けをした.既存の居住誘導区域のカバー率が 8

割前後であったのに対し,本節で設定した居住誘導区域は,公民館,幼稚園,図書館を除いて 9

割前後であり,ほとんどが徒歩圏内に含まれることがわかった.特にコンビニや幼稚園など

は 10 割近い数値となっている.このことからも,既存の居住誘導区域からさらに集約できた

といえる.年次別で見ると,2020 年のカバー率が最も高く,施設と人口が効率よく集約できて

いる. 

 次に,既存の居住誘導区域と本節で設定した区域の区域内人口密度の変化を比較したもの

を図-7.9 に示す. 

表 7.3 各施設の人口徒歩圏カバー率 
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図 7.9 区域内人口密度の変化 



- 87 - 

 

人口密度の低い地区が区域外となった影響で,既存の居住誘導区域よりも高い密度を保てて

いる.しかし,2020 年で両者の差は約 8 人/ha であったが,2050 年では 6 人/ha となっており,若

干差が縮まっている.これは,本節で設定した居住誘導区域の方が人口減少幅が大きいため

であると考えられる. 
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7.3 地域連携を考慮する場合の選定地区と居住誘導区域 

 7.1 節の規則に従い選定された地区と居住誘導区域を示す. 

7.3.1 2020 年 

選定された地区と,設定した居住誘導区域をそれぞれ図-7.9 と図-7.10 に示す. 

図 7.11 2020 年居住誘導区域 

図 7.10 2020 年の選定地区 
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7.3.2 2030 年 

選定された地区と,設定した居住誘導区域をそれぞれ図-7.11 と図-7.12 に示す. 

  

 

 

図 7.12 2030 年の選定地区 

図 7.13 2030 年居住誘導区域 
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7.3.3 2040 年 

選定された地区と,設定した居住誘導区域をそれぞれ図-7.13 と図-7.14 に示す. 

  

図 7.14 2040 年の選定地区 

図 7.15 2040 年居住誘導区域 
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7.3.4 2050 年 

選定された地区と,設定した居住誘導区域をそれぞれ図-7.15 と図-7.16 に示す. 

  

 

図 7.16 2050 年の選定地区 

図 7.17 2050 年居住誘導区域 
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7.3.5 まとめ 

既存の居住誘導区域と,2020 年から 2050 年までの居住誘導区域の面積と縮小率と比較し

たものを表-7.1 に示す 

2020 年から 2030 年にかけて 100ha 以上縮小したが,それ以降は徐々に拡大している.最も縮

小できたのは 2030 年であった.エリア１は,外側の地区が区域から外れており,内側の地区が

多く残った.また,7.2 節と同様にエリア 3,4,5 は全ての年次において居住誘導区域から外れ

た.既存の区域外の地区では,2020 年からは蒔絵台が区域内となった.池は,地域連携を考慮し

ない場合は,2050 年で初めて区域内となったが,地域連携を考慮する場合は 2030 年から区域

内となった.また,2030 年までは布師田の一部地域も区域内になった.この地区は,地域連携を

考慮しない場合では一度も区域内にならなかった地区である. 

次に,本節で設定した居住誘導区域内における各施設の面積徒歩圏カバー率と人口徒歩圏

カバー率をそれぞれ表-7.2 と表-7.3 に示す. 

 

 

 

表 7.4 面積比較と縮小率 

表 7.5 各施設の面積徒歩圏カバー率 
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各施設で最もカバー率の高い箇所に橙色網掛けをした.既存の居住誘導区域のカバー率が 8

割前後であったのに対し,本節で設定した居住誘導区域は,公民館,幼稚園,図書館を除いて 9

割前後であり,ほとんどが徒歩圏内に含まれることがわかった.特にコンビニや幼稚園など

は 10 割近い数値となっている.このことからも,既存の居住誘導区域からさらに集約できた

といえる.年次別で見ると,面積は 2050 年が最もカバー率が高いが,人口は 2020 年が最もカ

バー率高い. 

次に,既存の居住誘導区域と本節で設定した区域の区域内人口密度の変化を比較したものを

図-7.18 に示す. 

表 7.6 各施設の人口徒歩圏カバー率 
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図 7.18 区域内人口密度の変化 

人口密度の低い地区が区域外となった影響で,既存の居住誘導区域よりも高い密度を保てて

いる.2040 年までは地域連携を考慮しない場合の方が人口密度が高いが,2050 年では考慮す

る場合の方が高くなった. 
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7.4 地域連携を考慮しない場合とする場合の比較 

各年次で,地域連携を考慮しない場合とする場合を比較すべく,両者を並べたものを図-7.17

から図-7.20 に示す.各図左が連携を考慮しない場合,右が連携を考慮する場合である. 

 

 

 

図 7.19 2020 年の選定地区の比較 

図 7.21 2040 年の選定地区の比較 

図 7.20 2030 年の選定地区の比較 
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2020 年は,連携を考慮する場合は布師田が居住誘導区域に含まれているが,考慮しない場合

は含まれていない.布師田は南国市との境目の地区であり,第 2章の図-2.〇と図-3.〇でも施設

数,便数共に増加していることから,連携を考慮することで利便性が上がり,誘導区域に含ま

れたと考えられる.2030 年は,布師田が引き続き連携を考慮する場合には区域に含まれてい

るが,それに加え池も含まれている.こちらも布師田と同様に南国市との境目の地区である

ため,連携を考慮することで利便性が上がったためと考えられる.2040 年は布師田が区域外

となったが,池は引き続き区域内となっている.2050 年は,連携を考慮しない場合も池が含ま

れている. 

 このように,地域連携を考慮することによって居住誘導区域に含まれることや,含まれる

時期が考慮しない場合に比べ早くなることがわかった.実際,それらの地区の住民は,隣市の

施設を利用したり交通機関を使って移動したりすることが可能であるため,連携を考慮する

方がより事態に即した区域設定が可能であるといえる. 

  

図 7.22 2050 年の選定地区の比較 
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8. まとめ 

8.1 本研究のまとめと考察 

1.2 節に記載した「本研究の目的」に沿ってまとめと考察をする. 

1）対象地区における生活利便性を数値として表す. 

 本研究では,人口密度,人口減少,生活施設,公共交通の 4 つの指標で,包絡分析法を用いるこ

とにより効率値という形で各地区の生活利便性を数値として示すことができた.どれか一つ

の数値が突出していることで高い効率値を示した地区や,各項目がバランス良く高い値であ

るために高い効率値を示した地区など,様々であった.中心部の地区は,施設数や公共交通な

どのサービスが充実しているため,人口密度が少なくても高い効率値を示した.郊外の一部

のニュータウンでは,施設数と便数が少なくても,高い人口密度や人口増加により高い効率

値を示す地区も見られた.また,年を追うごとに全体的な効率値の上昇がみられた.特に中心

部の外側に位置する地区は,一部で大幅に上昇している.これは,中心部に比べ,郊外地区の人

口減少が少ないため,中心部と郊外地区の人口の差が小さくなることで,郊外地区の効率値

が中心部に近づいたためと考えられる. 

 

2）既存の居住誘導区域において,１）の数値を用いて利便性に差があることを示す. 

各地区の利便性を効率値で示すことで,居住誘導区域内の地区で利便性に差があることを示

すことができた.図-3.5 で示したエリア 1 の地区は生活施設や公共交通が集中していること

もあり,高い効率値を示した.特に路面電車沿線の地区は,中心部から離れた地区でも高い効

率値を維持していた.エリア 2,3,5 は居住誘導区域内であるにも関わらず入出力値の 4 項目

すべての数値が低く,当然効率値も低い結果であった.図-8.1 によると,高知市はこれらの地

出典「高知市立地適正化計画」7） 

図 8.1 居住誘導区域での位置づけ 
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区を独自のエリアとして位置づけており,日常生活サービスの維持を図るとの記載がある.

しかし生活施設・公共交通共に中心部に比べ数が少ないのが実情である.これらのエリアを

居住誘導区域として残すのであれば,施設誘致や公共交通の増便が必要であるといえる,ま

た,これらの地区は第 6 章のクラスター分析では,施設型に分類されている地区が多く,公共

交通よりも生活施設の誘致を積極的に行うのが良いと考えられる. 

 

3）1）で示した数値を基に,適切な居住誘導区域を年次ごとに示す 

 第 6 章のクラスター分析の結果を踏まえ,第 7 章で定めた規則に従って居住誘導区域を設

定することができた.誘導区域となった地区は,効率値が 1 となるポテンシャルの高い地区と,

利便性の高い地区である.いずれの年次も既存の居住誘導区域から 50%以上縮小することが

できた.既存の区域のエリア 1 とエリア 4 は多くの地区が残ったが,エリア 2,3,5 の地区は全

ての年次で区域外となった.また,既存区域外の地区であっても,選定基準を満たすことで区

域内となった.そのため,区域内の効率値は上昇した. 

 

4）一つの自治体だけでなく,周辺自治体とのかかわりを考慮し,他地域との連携の重要性や

メリットを数値で示す 

 第 2 章では,地域連携を考慮することで,周辺の生活施設や公共交通の便数が増えることを

示すことができた.それにより,第 5 章では,隣市付近や路面電車沿線の地区で連携を考慮す

る場合の方の効率値が高いことを示すことができた.第 7 章では,地域連携を考慮しない場合

には居住誘導区域に含まれなかった地区が,考慮することにより区域に含まれることがわか

った.連携を考慮しない場合は,実際に周辺で利用可能な施設や公共交通の一部を無視して

いる形となる.連携を考慮することでより事態に即した効率値や居住誘導区域の設定が可能

であるといえる. 
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8.2 今後の課題 

 現在の高知市の土砂災害危険個所,河川氾濫による浸水想定区域,津波想定区域を図-8.2 か

ら図-8.4 に示す. 

出典「高知市立地適正化計画」8） 

 

図 8.2 土砂災害危険個所 
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図-8.4 津波想定区域 出典「高知市立地適正化計画」8） 

図 8.3 河川氾濫による浸水想定区域 出典「高知市立地適正化計画」8） 
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本研究は災害のリスクを考慮せずに行った.第 7 章で設定した居住誘導区域と上図を比較

すると,土砂災害危険個所はある程度避けることができているが,浸水想定区域と津波想定

区域は区域内の多くの地区がこれに該当する.実際,現在の街もこれらの災害危険区域に広

く形成されているため,危険区域を完全に避けることは極めて難しいと考えられる.今後は,

災害リスクを考慮した上で,既存の市街地と災害リスクのどちらを選択した方が良いかなど

といった取捨選択も踏まえながら,より良い都市を形成するための誘導区域を考える必要が

ある.また,地域連携に関して,本研究では立地適正化計画に着目したため,計画を策定してい

る南国市と土佐市を連携地区として位置づけたが,高知市はその他の自治体とも接している

ため,それらの地区との連携も考慮する必要がある. 
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